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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
何のための安倍首相問責決議だったのか
  国会も終わり、いよいよ参議院選挙に突入する。４日公示、２１日投開票となる１７日間のたたかいだが、残念ながら自民・公明両党は、先月行われた都議会議員選挙での全員当選の勢いを持ってたたかいに臨もうとしている。もちろん、たたかいには何が起こるが分からないのだが、大きく逆転するのは至難の業であろう。とにかく、全力を尽くしてアベノミクスを始めとする自民・公明政権の持つ問題点を、国民に訴えていく以外にない。民主党の３年３カ月の政権運営のまずさは、ちょっとやそっとでは挽回できるものではなさそうで、中長期的展望の中で進める以外にない。
それにしても、国会終了間際の参議院で、安倍総理への問責決議の提案・可決には、唖然とさせられた。と言うより、なぜこの時期での問責決議の提案なのか、と言うことである。参議院選挙が迫っている中で、ただでさえ衆参のねじれが解消できなければ何も決められない、と自民・公明両党が問題視している中で、わざわざその問題を国民に明確にさせるような問責決議を提案し、可決させるとは自公両党の思うつぼではないのか。結果として6つの重要法案が採決できないで廃案になったという。その中には、電力の発送電分離を進める改革法案も含まれており、ぜひとも成立させたいものがあったにもかかわらず、である。
民主党のマニフェスト、自民党との対立点が不足
　参議院選挙にむけた民主党のマニフェストの説明会が札幌市内でも開催され、中央本部からは香川2区選出の小川純也衆議院議員が来て説明をされた。小川代議士とは一緒に税制改革を担当したことがあるが、大変頭が切れ腰の低い政治家であり、当日も大変わかりやすく丁寧に説明したのではあるが、会場の参加者の中から「自民党とどこが異なるのか、よくわからない」と言う質問が出され、なかなか苦しい答弁をされていたのが印象に残った。もっと脱原発問題など対立が明確になりつつある問題点を前面に出して行けば良いのに、と思うのだが、連合傘下の産別の意向などもあったのだろうか。ややパンチ力に欠けたきらいが否めない。
民主党、いつまで年金完全一元化と最低保障年金に固執するのか
なかなか公開の場であえて質問に立つということには至らなかったのだが、自分としてはやはり年金問題が一番の問題だと思う。すでに政権交代以前の2003年からマニフェストを作り、その時から言い続けてきた「公的年金の完全一元化と最低保障年金の創設」を、相も変わらず提起しているのだが、一向にその中身が明確になっていない。最低保障年金は７万円なのかどうか金額が明示されておらず、一体いくらぐらいの所得水準(?)から最低保障年金が少なくなり、いくらになったら最低保障年金がゼロになるのか、明確になっていないのだ。もう１０年も経ち、その間３年半近く政権を担いながら具体的な目標が明示されないということは、まことに無責任極まりないと言わざるを得ない。それでもあえて年金について一元化案を提起しているのだが、やがて命取りにならなければよいのだが、と思った次第である。
民主党のマニフェストは、財源問題に象徴された実現可能性こそが一番の問題と指摘され続けてきただけに、年金改革についての具体的な数値が入らないものには、国民の批判が強まりこそすれ、支持が増えるとは思えない。年金問題は国民にとって一番切実な問題であり、一刻も早く、国民に責任ある政策の提示をすべき時に来ていると言えよう。政権交代の直前となった4年前の７月１０日、産経新聞の闘論欄で「もう一度原点に返って年金問題を再検討してはどうか」と提言したことが懐かしく思い出される。執行部は、真剣に考えてほしかったのだが‥‥。
村上東海村長の重要な発言
「政権交代後、電力業界が勢いづき傲慢になっている」
さて、参議院選挙の争点になる原発問題について、事態は急展開し始めているようだ。東海村といえば1966年に日本で最初の原子力発電の営業運転に入ったことで知られている。小生が大学受験に出向いた1963年3月、水戸の叔父の家に宿泊した際に、当時話題になり始めていた建設途上の東海村の原発を見学したことを覚えている。その東海村の今の村長さんは村上達也さんで、一橋大学の一年上の先輩にあたる。そんな縁がある東海村の原発なのだが、村上村長さんには何の相談もなく停止中の東海第二原発で、フィルター付きベントや防潮堤の工事を始めたという記事を、6月29日付朝日新聞の「安倍政治を問う2013参院選:3)加速する原発再稼働」で驚きをもって読まざるを得なかった。
その記事の中で、村上村長さんのまことに印象深い言葉が心に残っている。「政権交代後、電力業界が勢いづいてきた。傲慢(ごうまん)になっている」と。政治の方も、野田政権から安倍政権へと交代する中で、原発再稼働に積極的で、未着工の原発建設にも「腰を据えて検討」に変わり、原発輸出にも積極策に転換している。原発政策において前のめりになる安倍政権に対して、反原発はもちろん原発に対して不安を持って見ている国民の多くの声を、参議院選挙でしっかりと受け止められるような論議を起こさねばならない。でも、どうしたらそのような声を今の政治に結集できるのだろうか。今後とも、問題提起をしつつ考え続けていく以外にないようだ。
消費者物価がようやくプラスへ、大幅な円安の効果だ
アベノミクスの動きなのだが、消費者物価の最新情報が総務省から公表され、5月の全国のCPI(生鮮食料品を除く総合)が、対前年比プラス0,0%と4月のマイナス0,4%から一気にマイナス幅が縮小し、7か月ぶりに下げ止まった。これだけを見ると、日銀の異次元の緩和政策によるインフレターゲットの目標がうまくいっているように見えるのだが、どうも中身を見てみると問題が多そうだ。と言うのも、下げ止まった最大の要因は大幅な円安であり、円が対ドルで3割近く減価したため、円建てでの輸入物価が約2割上昇している。その影響が最も出てくるのがエネルギー価格で、5月も前年同月比3,7%(4月1,3%)と上昇し，CPI上昇に大きく貢献している。特に電気代の上昇の影響が大きい。次いで大きな影響を与えたのが、何とかつてデフレの代表格と言われたパソコンやテレビなどの教養娯楽用耐久消費財の下落幅が縮小したことにある。最近では国産よりも韓国や台湾などからの輸入品が増加しており、円安の影響が出てきているのだ。恐らく、今後は小麦やトウモロコシなどの食料品の値上げが一斉に始まるわけで、7月以降もCPIの上昇が続くに違いない。
デフレからの脱却は、労働組合の賃金交渉力回復から
では、働く者の賃金水準はどうなのか、それに火がつかないとCPIの半分を占めているサービス価格が上昇しないわけだが、残念ながら賃金水準の上昇は統計には出てきていない。と言うことは、良い物価上昇ではなく、悪い物価上昇が起きているのであり、これに来年4月からの3%の消費税の引き上げ分が加われば国民生活の悪化は必至であり、深刻な政治問題化することが十分にありうる。はたして、2年後には2%のインフレを実現することができるのかどうか、賃金の引き上げを含んだインフレになるのか、それても単なる大幅な円安による輸入物価の上昇によるインフレになるのか、それが問われているのではないか。賃金の下方硬直性どころか上方硬直性が、先進国では日本だけ生じているわけで、労働組合の交渉力の低下を回復できない現実を直視せざるを得ない。国民は、それを我慢し続けることができるのだろうか。
平和への貴重な詩の朗読に感動
最後に、6月23日沖縄全戦没者追悼式において、与那国島の小学1年生安里有生君が朗読した「へいわってすてきだね」という詩が大変印象的であった。
　以下、全文を記載しておきたい。
「へいわってすてきだね」
　　　　　　　　　　朗読　安里有生くん
　　　　　　　　　　与那国島で暮らす小学校1年生
へいわってなにかな。ぼくはかんがえたよ。おともだちとなかよし。かぞくがげんき。えがおであそぶ。ねこがわらう。おなかがいっぱい。やぎがのんびりあるいてる。けんかしてもすぐなかなおり。ちょうめいそうがたくさんはえ、よなぐにうまが、ヒヒーンとなく。みなとには、フェリーがとまっていて、うみにはかめやかじきがおよいでる。やさしいこころがにじになる。
へいわっていいね。へいわってうれしいね。みんなのこころから、へいわがうまれるんだね。
せんそうは、おそろしい「ドドーン、ドカーン。」ばくだんがおちてくるこわいおと。おなかがすいて、くるしむこども。かぞくがしんでしまってなくひとたち。
ああ、ぼくは、へいわなときにうまれてよかったよ。このへいわが、ずっとつづいてほしい。みんなのえがおがずっとつづいてほしい。へいわなかぞく、へいわながっこう、へいわなよなぐにじま、へいわなおきなわ、へいわなせかい、へいわってすてきだね。
これからもずっとへいわがつづくように　
ぼくも、ぼくのできることからがんばるよ。
3

